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研究成果の概要（和文）：本研究において、過去に船舶の衝突が発生した付近はOZT密度が相対的に比較したと
きに、最も高い値ではなく、ある一定値付近にあることが判明した。これにより、OZTつまり衝突ゾーンが多く
発生しているような海域では航海士は注意して航行しているため過去に衝突が発生していないが、OZT(衝突ゾー
ン)は発生しているが、そこまで高い値が出ていない場所では、航海士が不注意となり衝突が発生している可能
性があることを示すことができた。さらに、2019年浦賀水道の南側にバーチャルAISブイ設置後の新たな交通流
に対しOZT密度を用いて危険でとなるエリアを見出した。

研究成果の概要（英文）：In this study, it was found that the OZT density near areas where past ship 
collisions occurred is not the highest but rather around a certain value. This indicates that in 
regions with high OZT density, navigators are more cautious, resulting in fewer collisions. 
Conversely, in areas where OZT zones are present but not as highly dense, navigators may be less 
attentive, leading to more collisions. Additionally, after the installation of a virtual AIS buoy 
south of the Uraga Channel in 2019, we identified new hazardous areas in the altered traffic flow 
using OZT density.

研究分野：海上交通分析

キーワード： 衝突ゾーンの見える化　OZT　OZT密度　ビッグデータ　AIS　海上交通分析

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
過去に船舶の衝突が発生した付近はOZT密度が最も高い値ではなく、ある一定値付近にあることを明らかにし、
OZTは発生しているが、そこまで高い値が出ていない場所では、航海士が不注意となり衝突が発生している可能
性があることを示すことができたことは社会的意義があると考える。さらに、バーチャルブイ設置後の交通流と
して、バーチャルブイ3号(一番太平洋側)付近では東京湾から千葉方面に向かう船舶および東京湾に入港する船
舶同士で新たにOZT密度が相対的に高い海域が発生しており、この値が過去に衝突のあった場所のOZT密度と近い
ことを示したことは、人為的要因による衝突事故を未然に防ぐために重要な成果であると考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 

 

１．研究開始当初の背景 

海上保安庁の『海難の現況と対策について(平成 27 年度版)』によると、貨物船、タンカーお
よび旅客船の衝突事故件数は、平成 23 年以降は年間約 200 隻前後(平成 28 年 190 隻)で横ばい
状態である。一方で、船舶の大型化や、 可燃性の高い LNG 燃料の普及が進めば、衝突事故に
よる人的被害および環境被害の拡大の可能性が高まるため、衝突予防がより一層重要な課題と
なる。 

ハインリッヒの法則によると、1 件の事故に対し、29 件の軽度な事故、300 件のニアミスが存
在しているとされる。そこで、船舶の動きからニアミスが多く発生している海域を推定し、危険
海域を特定する研究が国内外で進められている。しかし、操船方法などは個人差があり、全ての
ニアミスを船舶の航跡や、船舶間距離から把握することは事実上難しく、まだ確立されていない。
ここで、平成 27 年度の衝突事故原因をみると、人為的要因の見張り不十分(55%)、操船不適切
(26%)および居眠り運航(6%)の順に多く、過去５年間
でも人為的要因による船舶衝突が全体の約９割を占
めている。通常、船舶は衝突する場所を避けて航行し
ているが、先に示した約 9 割は何らかの人為的要因に
より、衝突する場所に侵入していることになる。つま
り、この衝突する場所が多く発生している海域を特定
することにより、危険な海域を推定できると考えた。
研究代表者は科学研究費若手研究 (B)課題番号
15K16308 の補助を受け、津波避難対策立案のための
海上交通分析に、この衝突する場所を相手船の進路上
に示すことができる「相手船による航行妨害ゾーン
(OZT: Obstacle Zone by Target)」(Fig.1)を用いる検証
を行った。この分析方法では、サンプリング期間に、各グリッドに発生した航行妨害ゾーンをカ
ウントし、単位時間・単位面積当たりの航行妨害ゾーン密度(以下、OZT 密度)として出力するこ
とができる。開発当初までの分析で、船舶が密集し航跡密度が高くなるエリア(Fig.2)とは異なる
港外に、航行妨害ゾーンが多く発生していることが明らかとなった(Fig.3)。この海域では、Fig.3

に示す位置で、平常時においても、実際に衝突が発生している。そこで、本研究においては、分
析対象を輻輳・準輻輳海域に広げ、ビッグデータ分析を行い、学術的「問い」であるどの程度の
データ分析期間で海域の特徴が把握でき、どの程度の値であれば危険であるのか指標を明らか
にすることにより、OZT 密度の推定を、通常の海上交通分析にも利用できるよう発展させるこ
とができると考えた。これまでに無い新しい観点から分析を行うことにより、海上交通安全対策
への利用や、船舶運航者への周知により、ニアミスの減少、延いては人為的要因の船舶衝突事故
低減を実現できるのではないかと考えたことが研究会開発当初の背景である。 

 

 

２．研究の目的 

これまで得られた知見を基礎として、船舶自動識別装置(以下、AIS)により取得されたビッグ
データを、OZT密度により分析し、衝突の危険がある海域を推定することによって、人為的要因
の船舶衝突事故を低減し、人命および環境の保護に貢献することを目的とする。 
 

Fig.1 相手船による航行妨害ゾー

ン＝衝突する場所 

Fig.3  清水港周辺における OZTの 1日の発生
回数の平均と貨物船同士の衝突位置 

Fig.2  清水港周辺の貨物船同士衝突位置、航

跡密度が高くなるエリアと AIS船舶航跡 



３．研究の方法 

船舶衝突事故低減を達成するには、全国、特に輻輳・準輻輳海域における AISビッグデータ分
析を行うことが望ましい。しかし、研究当初はビッグデータ処理に適したソフトがなかったため、
まずはソフト開発を行い、その後、海域の特徴把握に要するデータ分析期間および他の分析方法
とも比較しながら当該海域における危険の指
標を明らかにすることを目指した。 
そこで、ビッグデータ分析に適したソフト開発
および分析に必要となるデータ処理および OZT
密度の推定による海上交通分析の実施の一部
を行なった。具体的な方法としては、並列計算
システムを導入し、ビッグデータ処理に対応さ
せた AISデータ処理ソフト、OZT密度推定ソフ
ト、航跡密度計算ソフト、OZTを発生させてい
る船舶の航跡密度推定ソフトおよび LOPC 密度
推定ソフトのプログラム開発を行った。LOPC密
度については、全ての LOPC を計算するのでは
なく Fig.4 に示す様に OZT に対して設定値を
決めて保存する方法を提案した。 
また、AISデータを Decodingし、1秒間ごとに線形補間した。駿河湾については処理を行なった
後、約３年間のデータを用いて OZT密度および LOPC密度を推定した。 
次に、分析に必要な期間の特定、2OZT密度と LOPC密度との比較および航行妨害ゾーンを発生さ
せている船舶と航行密度の比較についての研究を実施した。この時点で、推定結果を用いて自船
の行動を判断する際に、おおよそ危険な場所は判断できるが、それをどのように自船の行動に結
びつけていけば良いのかが難しいという指摘をある船舶運航者から受けた。また、本研究で進め
ているバーチャルブイなどの海上交通への効果を確認することも難しいことが判明した。そこ
で、OZTを計算する方法および OZT密度を計算する方法について、より船舶に乗船している運行
者から見た形にするための新しい方法を考案し、東京湾入り口付近に設置されたバーチャルブ
イによる整流効果を推定した。 
 
４．研究成果 

2018 年度に OZT 密度では船舶の航跡が合
わさる部分の密度が高くなっていることを
明らかにした。この海域は航跡密度が高くな
る清水港の入り口付近とは異なる海域であ
る。また、LOPC密度においは過去に衝突の起
きたものと同じ見合い関係の位置の LOPC 密
度が高くなる結果が得られた。清水港で過去
に衝突があった自船・他船が入港する際の見
合い関係における OZT 密度と LOPC 密度を
Fig.5 および Fig.6 に示す。Fig.6 に示した
通り、過去に同じ見合い関係で船舶が衝突し
た清水港出入り口付近の LOPC 密度が高くな
っていることが確認できる。この結果を、2
月に東京海洋大学で行われた「第 2 回 航行
妨害ゾーン(OZT)の利用と展望 －自動航行
に向けて－」において「衝突ゾーンの見える
化」を発表した。 

2019 年度には清水港で取得した AIS デー
タ３年間分の分析を行った結果、1年程度の
分析で OZT 密度の相関が 0.8 を超えること
がわかった。OZT密度が平均化されていくた
めには、一般的に知られている通りある程度
の船舶数が必要である。清水港では 1年間程
度で相関がとれるという結果であれば、航行
隻数がより多い東京湾入口周辺および伊豆
大島付近では、1年もしくはそれ未満の期間
で相関がとれてくることが推定できた。ま
た、OZT 密度および LOPC 密度を推定した結
果、これまでの想定通り、OZT密度と航行密
度に異なる点があることを確認できた。しか
し、推定結果を用いて自船の行動を判断する
際に、おおよそ危険な場所は判断できるが、 
 

Fig.4 LOPC密度の計算について 

Fig.5 自船および他船とも入港の見合い関

係で計算された OZT密度 

Fig.6 自船および他船とも入港の見合い関

係で計算された LOPC密度 



それをどのように自船の行動に結びつけていけば良いのかが難しいという指摘をある船舶運航
者から受けた。また、本研究で進めているバーチャルブイなどの海上交通への効果を確認するこ
とも難しいことが判明した。そこで、2020 年度に OZT を計算する方法および OZT 密度を計算す
る方法について、より船舶に乗船している運行者から見た形にするための新しい方法を検討し
た。これまで OZTを計算する際には、対象船舶との見合い関係から危険円を設定しそれに対する
OZTを求めていた。また、OZT密度分析においては、全ての発生した OZTを対象としてきた。し
かし、実際には危険でない OZTも含まれていてしまう問題があった。そこで本研究においては、
危険ではない OZTの計算を避けるために、自船の進路方向に OZTが出現した場合にのみ、その他
の OZTを計算する方法を採用した。また、OZTを計算する際に、特に同航船に近い状況で OZTが
非常に長くなってしまい、OZT密度を計算した際にどのような OZTにより OZT密度が高くなって
いるのかを推定することが難しいという問題があった。そこで、これまで使用してきた SDの直
径を 3分割し 3つの SDにより OZTを計算する方法とその計算された OZTの自船に近い側から自
船と遠い側の OZT を結んだ線に垂線をおろし、交点を新たな OZT とする方法を用いた。新たな
OZT の基本的な求め方は、自船周りに SD を設定し、その領域に他船が侵入できないコースを求
める。本研究においては、これまで使用してきた SD の中を 3 つの円に分割するように SD を設
定した。本 SDの設定方による OZTの進路を求める方法について、作図による方法について述べ
る。 

1. 従来の SDを他船の速度ベクトル方向に３等分する SDを作図する 
2. その作図した SDに対して、他船の位置から接線を引く 
3. 各接線を自船の位置から伸ばした他船の速度ベクトルの先端に接するように平行移動

する 
4. 平行移動した接線と自船の速力円の交点を求める 
5. 各交点の一番外側の点と自船位置を結んだ線の範囲が OZTの進路範囲となる 

OZT Coから Target ship の速度ベクトルの先を結んだベクトルは、自船が各コースを進んだ際
の相対速度となる。つまり、この図の場合 Co3と Co4は相対速度がマイナス方向となるため、答
えは Co1と Co2を結んだ間だけとなる。また、Target Ship から各 SDに引いた接線の長さを各
相対速度で割ることにより TCPAを求めることができる。自船から近い OZTの端点を OZT1、遠い
側の OZTの端点を OZT2、俯角をθ、自船から OZT1までの距離を D1とする。自船と OZT2を結ん
だ線に OZT1 から垂線を下ろした時の交点を OZT2'とする。この時、自船から OZT2'までの距離
D2を𝐷2 = 𝐷1 cos 𝜃のように計算し求める。 
これにより、自船から D2 の距離にある新たな OZT2'を求めることができる。OZT1 と OZT2'を結
んだ範囲が新しい OZTとなる。ただし、OZTの端点の間の距離が 10m以下の時は、この処理を行
わず、先に求めた OZTをそのまま用いる。 
この新たな方法を用いることにより、過去に船舶の衝突が発生した付近は OZT 密度が相対的に
比較したときに、最も高い値ではなく、ある一 定値付近にあることが判明した。これにより、
OZT つまり衝突ゾーンが多く発生しているような海域では航海士は注意して航行しているため
過去に衝突が発生していないが、OZT(衝突ゾーン)は発生しているが、そこまで高い値が出てい
ない場所では、航海士が不注意となり衝突が発生している可能性があることを示すことができ
た。これは、船舶の衝突の原因の８割が人為的要因であることの裏付けにもつながる。また、バ
ーチャルブイ設置後の交通流とし
て、Fig.7 に示すようにバーチャル
ブイ 3 号（一番太平洋側、Fig.7 で
は 3 個の菱形マークの一番南側の菱
形の位置）付近では東京湾から千葉
方面に向かう船舶および東京湾に入
港する船舶同士で新たに OZT 密度が
相対的に高い海域が発生(アルファ
ベット数字 II は過去に同じ見合い
関係で衝突があった位置を示してい
る)しており、この値が過去に衝突の
あった場所の OZT 密度と近いことが
判明した。この海域は今後、継続的
に分析していく必要があると結論づ
けた。本論文では Fig.7 で示した以
外に、全ての航行関係について自船
をからみた OZT の分布を分析するこ
とによって OZT 密度を示した。この
手法について、査読者からも新しい
手法を開発しているとの高い評価を
得た。 
さらに、これまでの研究成果および研究過程から、AISを用いた分析において位置情報に誤差が
あり、現在規定されている AISの位置精度を満たせていない可能性があることを見出した。その
他の点についても課題を見出し、その成果をまとめ 2022年度 8月に論文投稿を行った。しかし、

Fig.7 東京湾に入港する自船に対し他船との関係

の OZT密度 TransNave2021(DOI: 10.12716/1001.1 

5.02.24)の Fig.11より 



当該科研費の期間中に査読が終わらず 2024年 5月現在 3 度目の査読結果に対する修正を行い再
投稿した状況である。 
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